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対象　小・中学生、高校生、特別支援学校の児

童・生徒

画材と大きさ

　描画材料は自由。大きさは画用紙の四ツ切、

八ツ切もしくはそれに準ずるもの

応募方法

　９月７日㈮までに市選挙管理委員会へ持参

※市立小・中学校の児童・生徒は学校を通じて

提出

審査

　審査は第３次審査まで。第１次審査の結果は

広報かどま11月号などで発表予定

※第１次審査の入選作品は、31年１月頃に北河

内府民センターに展示予定

応募・問合先

　市選挙管理委員会事務局

　☎０６(６９０２)６９９０

申
請
・
申
告
・
問
合
先　

課
税
課

　

☎
０
６
（
６
９
０
２
）
５
９
１
８

保険料の納付には便利で安心な口座振替をご利用ください 問合先　保険収納課　☎０６（６９０２）５９９４

固
定
資
産
税
の
減
免
申
請

　

一
定
の
要
件
を
満
た
す
人
は
申
請

に
よ
り
固
定
資
産
税
が
減
免
さ
れ
る

場
合
が
あ
り
ま
す
。

対
象　

30
年
１
月
１
日
現
在
、
65
歳

以
上
、
特
別
障
が
い
者
、
寡
婦
、

寡
夫
の
い
ず
れ
か
で
次
の
す
べ
て

を
満
た
す
人

◦
所
有
者
お
よ
び
所
有
者
と
生
計
を

一
に
す
る
人
の
所
得
が
市
民
税
均

等
割
非
課
税
限
度
額
以
下

◦
自
ら
の
居
住
用
以
外
の
土
地
や
家

を
持
っ
て
い
な
い

◦
家
屋
の
課
税
延
床
面
積
が
70
㎡
以

下
◦
固
定
資
産
税
（
都
市
計
画
税
を
含

む
）
の
年
税
額
が
土
地
と
家
屋
を

合
わ
せ
て
５
万
円
以
下

減
免
額　

30
年
度
固
定
資
産
税
（
都

市
計
画
税
含
む
）
の
２
分
の
１

申
請
に
必
要
な
物

　

30
年
度
固
定
資
産
税
納
税
通
知
書
、

本
人
確
認
書
類
（
運
転
免
許
証
な

ど
）
、
個
人
番
号
確
認
書
類
（
個

人
番
号
カ
ー
ド
、
通
知
カ
ー
ド
な

ど
）
、
印
鑑

申
請
方
法

　

８
月
31
日
㈮
ま
で
に
直
接

※
本
人
が
申
請
。
本
人
に
よ
る
申
請

が
困
難
な
場
合
は
問
い
合
わ
せ

道
路
非
課
税
申
告

　

私
道
を
「
公
共
の
用
に
供
す
る
道

路
」
と
し
て
負
担
し
て
い
る
場
合
、

認
定
さ
れ
る
と
道
路
部
分
の
固
定
資

産
税
・
都
市
計
画
税
が
非
課
税
に
な

り
ま
す
。

対
象　

道
路
形
態
で
通
行
に
何
ら
制

約
を
設
け
ず
広
く
不
特
定
多
数
の

人
に
利
用
さ
れ
て
い
る
道
路

※
専
用
道
路
、
通
行
制
限
、
障
害
物

が
あ
る
、
他
人
に
有
料
で
貸
し
付

け
て
い
る
、
植
木
鉢
、
自
転
車
な

ど
を
日
常
的
に
置
い
て
い
る
場
合

な
ど
を
除
く

申
告
に
必
要
な
物

　

印
鑑
、
本
人
確
認
書
類
（
運
転
免

許
証
な
ど
）

※
代
理
人
が
申
告
す
る
場
合
は
委
任

状

30
年
度
国
民
年
金
保
険
料
の

免
除
申
請

　

７
月
か
ら
30
年
度
国
民
年
金
保
険

料
の
免
除
申
請
を
受
け
付
け
ま
す
。

保
険
料
の
納
付
が
困
難
な
人
は
、
全

額
免
除
、
一
部
免
除
（
４
分
の
３
免

除
、
半
額
免
除
、
４
分
の
１
免
除
）
、

納
付
猶
予
を
申
請
で
き
ま
す
。
ま
た
、

離
職
し
た
人
に
は
、
特
例
に
よ
る
免

除
制
度
も
あ
り
ま
す
。

　

免
除
の
結
果
は
、
前
年
度
の
所
得

な
ど
で
国
が
審
査
し
決
定
し
ま
す
。

※
納
付
猶
予
の
対
象
は
50
歳
未
満
の

人
申
請
方
法　

　

年
金
手
帳
、
印
鑑
を
持
っ
て
直
接

※
離
職
し
た
人
は
雇
用
保
険
被
保
険

者
離
職
票
、
雇
用
保
険
受
給
資
格

者
証
な
ど
（
す
べ
て
コ
ピ
ー
可
）

※
代
理
人
が
申
請
す
る
場
合
は
、
委

任
状
と
代
理
人
の
本
人
確
認
書
類

７
月
は
現
況
届
の
提
出
月

　

20
歳
前
障
が
い
に
よ
る
障
害
基
礎

年
金
や
、
福
祉
年
金
か
ら
切
り
替
わ

っ
た
障
害
基
礎
年
金
を
受
け
て
い
る

人
（
年
金
証
書
の
年
金
コ
ー
ド
が
６

３
５
０
ま
た
は
２
６
５
０
）
は
、
毎

年
７
月
が
現
況
届
の
提
出
月
で
す
。

　

現
況
届
は
、
引
き
続
き
年
金
を
受

け
る
権
利
を
確
認
す
る
た
め
の
も
の

で
す
。
対
象
者
に
は
、
７
月
上
旬
に

日
本
年
金
機
構
大
阪
広
域
事
務
セ
ン

タ
ー
か
ら
現
況
届
が
送
付
さ
れ
ま
す

の
で
、
７
月
31
日
㈫
ま
で
に
市
民
課

国
民
年
金
グ
ル
ー
プ
へ
郵
送
ま
た
は

ご
持
参
く
だ
さ
い
。

30
年
度
後
期
高
齢
者
医
療
保

険
料
額
決
定
通
知
書
を
７
月

中
旬
に
送
付

30
年
度
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料
の

計
算
方
法

◦
年
間
保
険
料
…
均
等
割
額
（
５
万

１
４
９
１
円
）
＋
所
得
割
額
（
賦

課
の
も
と
と
な
る
所
得
金
額
×
９

・
90
％
）

※
均
等
割
額
は
世
帯
の
所
得
に
応
じ

て
軽
減
。
世
帯
主
が
被
保
険
者
で

な
い
場
合
で
も
、
世
帯
主
の
所
得

に
よ
り
軽
減
割
合
を
判
定

８
月
か
ら
後
期
高
齢
者
医
療

被
保
険
者
証
が
水
色
に

　

新
し
い
被
保
険
者
証
を
７
月
中
旬

に
送
付
し
ま
す
。
有
効
期
間
は
８
月

１
日
㈬
～
31
年
７
月
31
日
㈬
で
す
。

　

新
し
い
被
保
険
者
証
は
、
届
い
た

と
き
か
ら
使
用
で
き
ま
す
。
有
効
期

限
の
過
ぎ
た
被
保
険
者
証
は
健
康
保

険
課
に
返
却
ま
た
は
破
棄
し
て
く
だ

さ
い
。

保
険
料
の
納
付
方
法

◦
特
別
徴
収
…
年
６
回
、
年
金
受
給

日
に
年
金
か
ら
天
引
き
。
年
金
を

年
額
18
万
円
以
上
受
給
し
て
い
る

人
が
対
象

◦
普
通
徴
収
…
市
が
定
め
る
納
期
（

７
月
～
翌
３
月
の
９
期
）
ま
で
に

口
座
振
替
や
市
か
ら
送
付
す
る
納

付
書
で
納
付

※
年
度
途
中
に
被
保
険
者
と
な
っ
た

場
合
は
、
資
格
を
取
得
し
た
月
か

ら
月
割
で
納
付

※
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
加
入
日
の

前
日
ま
で
健
康
保
険
や
共
済
組
合
、

船
員
保
険
の
被
扶
養
者
で
あ
っ
た

場
合
は
、
所
得
割
額
は
賦
課
さ
れ

ず
、
均
等
割
額
の
５
割
が
軽
減
（

31
年
度
以
降
は
資
格
取
得
後
２
年

間
に
限
る
）

国
民
健
康
保
険
短
期
被
保
険

者
証
を
更
新

　

８
月
１
日
㈬
か
ら
有
効
の
国
民
健

康
保
険
短
期
被
保
険
者
証
を
、
７
月

18
日
㈬
か
ら
保
険
収
納
課
窓
口
で
交

付
し
ま
す
。
業
務
時
間
内
に
来
庁
で

き
な
い
人
は
、
夜
間
交
付
窓
口
に
お

越
し
く
だ
さ
い
。

と
き　

７
月
26
日
㈭
・
27
日
㈮
・
30

日
㈪
・
31
日
㈫

　

午
後
５
時
30
分
～
７
時
30
分

持
ち
物　

印
鑑
、
来
庁
者
の
本
人
確

認
書
類
（
運
転
免
許
証
な
ど
）
、

短
期
被
保
険
者
証

問
合
先　

保
険
収
納
課

　

☎
０
６
（
６
９
０
２
）
５
９
３
９

高
齢
受
給
者
証
を
送
付

　

国
民
健
康
保
険
の
高
齢
受
給
者
証

の
更
新
日
は
８
月
１
日
㈬
で
す
。
新

し
い
高
齢
受
給
者
証
は
浅
黄
色
で
、

前
年
中
の
所
得
で
医
療
費
負
担
割
合

が
決
ま
り
ま
す
。
新
し
い
高
齢
受
給

者
証
は
７
月
末
ま
で
に
送
付
し
ま
す
。

対
象　

昭
和
18
年
８
月
２
日
以
降
に

生
ま
れ
、
８
月
１
日
現
在
70
歳
に

な
っ
て
い
る
人

※
８
月
２
日
以
降
に
70
歳
に
な
る
人

は
、
誕
生
月
の
翌
月
１
日
か
ら
適

用
。
高
齢
受
給
者
証
は
誕
生
月
下

旬
に
送
付
。
１
日
生
ま
れ
の
人
は

誕
生
月
か
ら
適
用

負
担
割
合

◦
昭
和
18
年
８
月
２
日
～
昭
和
19
年

４
月
１
日
生
ま
れ
の
人
…
１
割
ま

た
は
３
割
負
担

◦
昭
和
19
年
４
月
２
日
以
降
生
ま
れ

の
人
…
２
割
ま
た
は
３
割
負
担

特
定
疾
病
療
養
受
療
証
の
更
新

　

国
民
健
康
保
険
の
特
定
疾
病
療
養

受
療
証
の
有
効
期
限
は
７
月
31
日
㈫

で
す
。
８
月
１
日
㈬
以
降
も
療
養
受

療
す
る
人
は
申
請
が
必
要
で
す
。

申
請
方
法　

８
月
31
日
㈮
ま
で
に
申

請
書
を
郵
送
ま
た
は
直
接

※
申
請
書
は
７
月
中
に
対
象
者
へ
送

付
限
度
額
適
用
認
定
証
な
ど
の

更
新

　

次
の
認
定
証
の
有
効
期
限
は
７
月

31
日
㈫
で
す
。
８
月
１
日
㈬
以
降
も

必
要
な
人
は
申
請
し
て
く
だ
さ
い
。

各
認
定
証
と
交
付
対
象

◦
限
度
額
適
用
認
定
証
…
70
歳
未
満

の
被
保
険
者

◦
標
準
負
担
額
減
額
認
定
証
…
住
民

税
非
課
税
世
帯

◦
限
度
額
適
用
・
標
準
負
担
額
減
額

認
定
証
…
住
民
税
非
課
税
世
帯
ま

た
は
課
税
所
得
１
４
５
万
円
以
上

６
９
０
万
円
未
満
の
世
帯
で
70
歳

以
上
の
被
保
険
者
・
後
期
高
齢
者

医
療
被
保
険
者

申
請
方
法　

国
民
健
康
保
険
ま
た
は

後
期
高
齢
者
医
療
の
被
保
険
者
証
、

印
鑑
を
持
っ
て
直
接

※
古
い
認
定
証
は
回
収

70
歳
以
上
の
被
保
険
者
の
高

額
療
養
費
制
度
を
見
直
し

　

８
月
か
ら
高
額
療
養
費
制
度
の
自

己
負
担
限
度
額
や
判
定
基
準
が
左
表

の
と
お
り
見
直
さ
れ
ま
す
。

　

受
診
者
に
は
医
療
機
関
で
医
療
費

の
自
己
負
担
分
を
支
払
っ
て
も
ら
い
、

月
ご
と
の
自
己
負
担
限
度
額
を
超
え

た
場
合
は
超
過
部
分
を
償
還
し
ま
す
。

※
自
己
負
担
限
度
額
は
、
被
保
険
者

の
所
得
に
応
じ
て
設
定

※
限
度
額
適
用
認
定
証
を
医
療
機
関

で
提
示
し
た
場
合
の
支
払
い
は
自

己
負
担
限
度
額
ま
で

問
合
先　

大
阪
府
後
期
高
齢
者
医
療

広
域
連
合
給
付
課

　

☎
０
６
（
４
７
９
０
）
２
０
３
１

　

市
健
康
保
険
課　

　

☎
０
６
（
６
９
０
２
）
５
６
９
７

◆８月からの自己負担限度額と判定基準

所得区分

自己負担限度額（月額）

外来

（個人単位）

外来＋入院

（世帯単位）

課税所得

690万円以上

25万2600円＋１％（注１）

（14万100円）（注４）

課税所得

380万円以上

16万7400円＋１％（注２）

（９万3000円）（注４）

課税所得

145万円以上

８万100円＋１％（注３）

（４万4400円）（注４）

一　　般

１万8000円

（年間14万4000

円が上限）

５万 7600 円

（４万 4400 円）

（注 4）

低所得Ⅱ
8000円

２万4600円

低所得Ⅰ １万5000円

（注１） 医療費が84万2000円を超えた場合に、

超えた分の１％を加算

（注２） 医療費が55万8000円を超えた場合に、

超えた分の１％を加算

（注３） 医療費が26万7000円を超えた場合に、

超えた分の１％を加算

（注４） （　　）内の金額は年３回以上該当し

た場合の４回目以降の額

変更前の

被保険者種別
事例

変更後

の種別

第
１
号

自営業者、フリ

ーター、無職の

人、学生など

◦就職して厚生年金に加入した 第２号

◦会社員と結婚し、その被扶養配偶者になった

◦ 配偶者が就職して厚生年金に加入し、その被扶

養配偶者になった

第３号

第
２
号

会社員、公務員

◦会社などを退職し、自営業になった

◦退職し、自営業者と結婚した
第１号

◦退職し、会社員の被扶養配偶者になった 第３号

第
３
号

会社員や公務員

に扶養されてい

る配偶者

◦収入が増え、被扶養配偶者でなくなった

◦会社員などの配偶者が退職または死亡した

◦会社員などの配偶者と離婚し、扶養から外れた

第１号

◦会社などに就職し、被扶養配偶者でなくなった 第２号

◦会社員などの配偶者が転職した 第３号

未
加
入

20歳未満の人、

海外に居住して

いる人

◦厚生年金に加入していない人が、20歳になった

◦海外から日本に住所を移した
第１号

◦20歳未満で就職し、厚生年金に加入した 第２号

変更後の種別ごとの手続き方法　

◦第１号…本人が市役所へ　◦第２号・第３号…事業主などが年金事務所へ　

問合先　市民課　☎０６(６９０２)６００５

こんな場合は年金の届出を忘れずに

明るい選挙啓発ポスター
コンクールの作品を募集

申
請
・
提
出
・
問
合
先

　

〒
５
７
１
︲
８
５
８
５

「
門
真
市
役
所
」
市
民
課

　

☎
０
６
（
６
９
０
２
）
６
０
０
５

問
合
先　

大
阪
府
後
期
高
齢
者
医
療

広
域
連
合
資
格
管
理
課

　

☎
０
６
（
４
７
９
０
）
２
０
２
８

　

市
健
康
保
険
課

　

☎
０
６
（
６
９
０
２
）
５
６
９
７

申
請
・
問
合
先　

健
康
保
険
課

　

☎
０
６
（
６
９
０
２
）
５
６
９
７

保

険

税

金

年

金
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